
（別記） 

 

令和５年度滝沢市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当該地域は、岩手山麓に位置し、全耕地面積に占める水田の割合が、５１％で基盤整備

率が４５％となっており、土地利用型農業の生産性向上等をより一層進めていく必要があ

る。 

一方、農家の高齢化が進み、相続等により農地は分散傾向にあるが、離農による営農リ

タイヤ等により、農地中間管理機構への貸付などから、一戸当たりの経営農地面積の差に

開きがみられる。 

麦・大豆については、雑草や連作障害等による単収低下が見られ、連作障害回避のため

の地力増進作物が増加傾向であり、年次による変動が顕著となっている。また、近年にお

いてはゲリラ豪雨等の雨量の増加により、湿害等が増加しているため、こうした気候変動

に対応した農法の確立が課題となる。 

しかしながら、主食用米から飼料用米やＷＣＳ用稲の作付け転換が増えてきていること

から、地域として多様な水田活用が図られてきている。 

 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

○ 適地適作の推進 

  当該地域においては、小麦・大豆・そば等の団地化による生産及び地域振興作物とし

てさつまいも（クイックスイート、紅はるか）、スイカ等の生産を推進しているため。

今後も当該作物を推進する。 

  

○ 新たな市場・需要の開拓 

  令和４年度も新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う中食・外食需要の落ち込み     

と在庫の過剰に直面し米価の回復が見通せない状況に加え、ロシアによるウクライナ侵  

攻に伴う肥料価格の高騰など令和５年産米においても需給や経済面でも厳しい状況が続 

くことが見込まれます。 

令和５年度もコロナウイルス感染症の縮小が見込めないため、中長期的な視点に基づ   

き主食用米を一定量減算し、農家所得を確保しながら主食用米以外の作付を推進してい  

きます。 

  当該地域においては、平成２４年度から輸出用米の取組みを行っており、当初にお 

ける輸出先はシンガポール等のアジア圏内であったが、平成３０年産からはフランス・ 

オランダ、令和２年産からイギリスへ販売しており、輸出先が拡大している。 

今後も良質な国産米の輸出を継続し、国内から国外へ主食用米の消費を推進する。 

 

○ 生産・流通コストの低減 

  小麦・大豆・そば等の団地化による生産を推進し、農地の集積及び低コスト生産を継

続して行う。 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

主食用米の需要が年々減少するなか、需要に応じた米生産を進めることとして野菜等の



高収益な畑作物への転換を図る。 

主食用米の作付けがされている水田と転換作物の作付けがされている水田について、ブ

ロックローテーション体系については、農業者及び関係機関と調整を図り、取組について

検討を行う。畑作物を継続的に作付けされている水田については、点検し、その結果を踏

まえて、畑地化支援の情報提供及び支援を行っていく。 

 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

 

（１）主食用米 

   主食用米の消費が年々減少するなか、前年の需要動向や実需者・集荷業者等の意向

を勘案し、需要に応じた生産数量を確保しながら、令和３年産一等米比率９６．０％

を維持・向上させる。 

 

（２）備蓄米 

   主食用米に代わる水田フル活用作物として米生産者の作付意向を勘案しつつ，有 

効的な取組を図る。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

    主食用米の需要減が見込まれるなか、２７年度においては、コンタミ防止等を考

慮し主食用米品種での取組を推進してきた。２８年度以降については、産地交付金

を活用し、多収品種の導入推進および団地化・集積により作業コストの軽減を推進

できたことから、令和４年度においても同様の取り組みを推進する。また、飼料用

米のわら利用を行うことで、耕畜連携の取組みの拡大を図る。 

 

  イ 米粉用米 

    現時点において、取り組み予定はない。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

    全農を実需者として２４年度から輸出用米の取組みを行っている。令和４年度に

おいても、良質な国産米をシンガポール等に輸出することで、国内から国外へ主食

用米の消費を推進する。 

 

  エ WCS用稲 

現状の取組を維持しながら、需要と供給のマッチングを図り耕畜連携を推進す 

る。 

 

  オ 加工用米 

    平成２８年度の取組みは行わなかったが、平成２９年度以降については、米菓、

味噌、酒造用等の用途として、県内・県外需要者との結びつきにより、需要に応じ

た生産量を確保し、主食用米からの転換を図ってきた。令和５年度においても同様

の取組を推進する。 



（４）麦、大豆、飼料作物

小麦・大豆のブロックローテーション、団地化が確立している。引き続き、低コス

ト生産を図るため、産地交付金を活用して団地化を推進し、作付面積の拡大を図る。

米の需給緩和の状況において、生産目安の達成を実現するため、既存の団地に加え  

て、飼料作物の団地化を目指す。

（５）そば、なたね

   そばについて、地域の実需者との契約を強化するとともに、産地交付金を活用して

団地化を推進し、現行の作付面積を維持・拡大する。また、排水対策をさらに推進

し、生産性の向上を図る。

  なたねについては現時点では取組はなし。

（６）地力増進作物

   畑地化を推進するうえで、連作障害等の被害を削減するために、地力増進作物を推  

進することで高品質の畑作物の生産を図る。

地力増進作物については現時点で取組はなし。

（７）高収益作物

本市の推奨品種として普及を進めてきたサツマイモであるクイックスイート・紅

はるか（特産振興作物）については、農家の所得増加につながる作物として普及拡大

を図ってきたところであるが、産地交付金を活用し、現行の作付面積を維持・拡大す

る。

また、本市の特産品である「すいか」は、水田転作において本市に根付いた農産

物であるが、近年、農業者の高齢化とともに、重量作物の作付けが減少しているこ

とから、産地交付金を活用し、特産品である高収益作物として作付面積の維持・拡

大を図る。

①果樹

現行の栽培面積を維持しながら、産地交付金を活用し栽培面積の定着を図る。

②花き

現行の栽培面積を維持しながら、産地交付金を活用し栽培面積の定着を図る。

③雑穀

現行の栽培面積を維持しながら、産地交付金を活用し栽培面積の定着を図る。

④その他作物

現行の栽培面積を維持しながら、産地交付金を活用し栽培面積の定着を図る。

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ７ 産地交付金の活用方法の概要

別紙のとおり



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

605.9 594 594

7.96 7.4 7.4

15.34 16 16

50.62 70 70

3.08 4.1 4.1

59.82 21.9 21.9

47.28 56 56

37.79 40 40

99.31 104.5 104.5

・子実用とうもろこし

15.83 17 17

0.3 0.3

0.59 1.6 1.6

73.4 75.5 75.5

・野菜 62.11 64.1 64.1

（ｸｲｯｸｽｲｰﾄ・紅はるか） 3.43 4 4

（すいか） 4.58 9 9

・花き・花木 2.58 2.8 2.8

・果樹 8.34 8.23 8.23

・雑穀 0.37 0.37 0.37

・その他の高収益作物

・○○

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

連担団地化面積 （令和4年度）32.6ha （令和5年度）50ha

労働時間の削減 （令和4年度）3.30hr/10a （令和5年度）3.28hr/10a

連担団地化面積 （令和4年度）9.8ha （令和5年度）16ha

労働時間の削減 （令和4年度）1.59hr/10a （令和5年度）1.58hr/10a

連担団地化面積 （令和4年度）22.9ha （令和5年度）20ha

労働時間の削減 （令和4年度）4.00hr/10a （令和5年度）3.96hr/10a

（令和4年度）9.9ha （令和5年度）10ha

（令和4年度）138kg/10a （令和5年度）140kg/10a

2ha以上の連坦団地化面
積

（令和4年度）0.0ha （令和5年度）3.0ha

労働時間の削減 （令和4年度）- （令和5年度）▲0.5hr/10a

取組面積 （令和4年度）0ha （令和5年度）1.0ha

生産費の削減 （令和4年度）-
（令和5年度）▲1.5千円
/10a

担い手への飼料作物の
農地利用集積面積

（令和4年度）39.5ha （令和5年度）47.0ha

労働時間の削減 （令和4年度）▲0.5he/10a （令和5年度）▲1hr/10a

複数年契約取組面積・
数量

（令和４年度）6.9ha・
38.6t

（令和5年度）6.7ha・
37.4t

作付面積・数量
（令和４年度）18.7ha・
104.72t

（令和5年度）
12.3ha・68.2t

そば作付面積 （令和４年度）13.9ha （令和5年度）14.0ha

なたね作付面積 （令和４年度）0.0ha （令和5年度）0.3ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。

※　目標期間は３年以内としてください。

（令和5年度）30ha15 新市場開拓用米
新市場開拓用米の複数
年契約助成

複数年契約取組面積 （令和4年度）39.2ha

使途名 目標

1

2

3 作付面積

12

13

14

整理
番号

対象作物

4

5

6

7

8

9

10

11

そば・なたね

【県推進ﾒﾆｭｰ】団地化
加算助成

県推進ﾒﾆｭｰ】低ｺｽﾄ生産
助成・直播

小麦
小麦の団地化による低
コスト生産助成

そばの団地化による低ｺ
ｽﾄ生産助成

地域振興作物助成（ｸｲｯ
ｸｽｲｰﾄ・紅はるか）

地域振興作物助成(すい
か)

農地利用集積助成

わら利用助成（耕畜連
携）

複数年契約加算

新市場開拓用米助成

そば・なたね振興助成

作付面積

そば

ｸｲｯｸｽｲｰﾄ･紅はるか（さつま
いも）

すいか（西瓜）

大豆

大豆

野菜、花き、果樹

飼料用米

飼料用米

飼料作物

飼料用米の生産ほ場の稲わ
ら

飼料用米

新市場開拓用米

大豆の団地化による低ｺ
ｽﾄ生産助成

作付拡大助成（大豆）

作付拡大助成（園芸品
目）

作付面積

単年度の作付拡大面積
10aあたりの収量

単年度ごとの作付拡大
面積

取組面積 （令和4年度）7.7ha （令和5年度）10ha

（令和４年度）50.6ha （令和5年度）70.0ha

（令和4年度）2.8ha （令和5年度）4ha

（令和4年度）3.6ha （令和5年度）9ha

（令和4年度）2.1ha （令和5年度）11ha



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：岩手県

協議会名：滝沢市農業再生協議会

1 小麦の団地化による低コスト生産助成 1 27,000 小麦 １ha以上の連坦団地等

2 そばの団地化による低コスト生産助成 1 27,000 そば １ha以上の連坦団地等

3 地域振興作物助成（クイックスイート・紅はるか） 1 19,000 さつまいも（ｸｲｯｸｽｲｰﾄ・紅はるか） 実需者等への出荷販売等

4 地域振興作物助成（すいか） 1 19,000 すいか 実需者等への出荷販売等

5 大豆の団地化による低コスト生産助成 1 27,000 大豆 １ha以上の連坦団地等

6 【県推進メニュー】作付拡大助成（大豆） 1 3,000 大豆 前年作より10a以上拡大等

7 【県推進メニュー】作付拡大助成（園芸品目） 1 30,000
野菜、花き・花木、果樹（個票別紙２のとお

り）
実需者等への出荷販売等

8 【県推進メニュー】団地化加算助成 1 6,000 飼料用米 ２ha以上の団地等

9 【県推進メニュー】低コスト生産助成（直播） 1 6,000 飼料用米 低コスト生産の取組

10 農地利用集積助成 1 6,000 飼料作物（個票別紙３のとおり） 実需者等との利用供給協定等の締結等

11 わら利用助成（耕畜連携） 3 7,000 飼料用米の生産ほ場の稲わら 利用協定等の締結等

12 複数年契約加算（飼料用米） 1 6,000 飼料用米 令和2年及び令和3年からの3年以上の複数年契約

13 新市場開拓用米助成 1 20,000 新市場開拓用米 実需者等との出荷販売契約等

14 そば・なたね振興助成 1 20,000 そば、なたね 実需者等との出荷販売契約等

15 新市場開拓用米の複数年契約助成 1 10,000 新市場開拓用米 令和４年産から新たに３年以上の複数年契約

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



（別紙２）

区分 名称 区分 名称
なす ゆり
ピ－マン トルコキキョウ
いちご ストック
メロン りんどう
アスパラガス 菊（小菊）
きゅうり
トマト（ミニトマト含む）
はくさい りんご
ほうれんそう 日本なし
レタス 西洋なし
だいこん もも
さといも うめ
れんこん びわ
しょうが かき
青さやいんげん くり
スイートコーン いちじく

キウイフルーツ
ブルーベリー
ぶどう

しいたけ（きのこ）
瓜
とうがらし
オクラ
セロリ
カリフラワー
ごぼう
春菊
ナガイモ
自然薯
フキ
ニラ
ワラビ
シドケ
ウルイ
ウド
わさび
かぼちゃ
マコモダケ
たらの芽

助成対象作物一覧（振興作物）

花き・花木

果樹

甘しょ（食用品種）
※（クイックスイート、紅はる
かを除く）

野菜



（別紙３）

区分 名称

青刈りとうもろこし

青刈りソルガム

青刈り麦
（らい麦又はえん麦を含む。）

子実用えん麦

オーチャードグラス

チモシー
イタリアンライグラス

助成対象作物一覧

飼料作物



（別紙４）　利用供給協定に含まれるべき事項

（１）　取組の内容
（２）　わらを生産する者
（３）　わらを収集する者
（４）　わらを利用する者
（５）　ほ場の場所及び面積
（６）　刈取り時期
（７）　利用供給協定締結期間
（８）　わら取引の条件（作業分担及び品代・経費の負担）
（９）　その他必要な事項


